
2023(令和5)年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の効果検証について(年度内完了分）

　令和５年度交付額　

20億6,３71万３千円

資料4-2　

■令和5年度受入額（概算払）　　　　2，063，713千円

■令和６年度繰越額　　　　　　　　　　　   362,727千円

　　・低所得世帯支援枠                         10,141千円

　　・給付金・定額減税一体支援枠        202,586千円

    ・推奨事業メニュー分                   150，000千円　

　 

総括

交付金額
（14事業）

交付金額
（2事業）

実績

Ⅱ 給付金・定額減税一体支援枠 Ⅲ 推奨事業メニュー分

交付金額
（11事業）

交付限度額

♦市立小・中・義務教育学校の
　光熱水費支援事業
♦バス・タクシー事業者燃料高
　騰緊急支援事業費

♦商業・サービス業等省エネ
　対策支援事業等

○2023(令和5)年度は、本市の実情に応じてきめ細やかに対応

　すべく、物価高騰の負担が大きい低所得世帯をはじめ、生活

　者や事業者を支援するため14事業に取組み、市民生活の支援

　と地域経済の維持・回復を図った。

○グラフから分かるように、社会経済活動を維持するため、推

　奨事業メニュー分においては、事業者支援に重点的に配分し、

　地域事業者のニーズに即した幅広い支援策を展開した。

○今後も物価が高止まり傾向にあることから、市民生活の負担

　軽減支援および地域経済対策へ繋がる支援を継続していきたい。

1

　「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」は、エネルギー・食料品価格等の物価
高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図る目的として、令
和5年度に国において創設されるとともに、低所得世帯への支援のための「低所得世
帯支援枠」も創設された。また、令和5年12月には「給付金・定額減税一体支援枠」及
び「給付支援サービス活用枠」が創設された。　



　１

令和6年度物価校高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の効果検証一覧(全事業) 資料4-2

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯への支援につながった

②エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯への支援につながった

③消費下支え等を通じた生活者支援につながった

④省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援につながった

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援につながった

⑥農林水産業における物価高騰対策支援につながった

⑦中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援につながった

⑧地域公共交通・物流や地域観光業等に対する支援につながったⅠ 低所得世帯支援枠

うち交付金額（円） 担当課評価 事業対象者評価

1

電力・ガス・食
料品等価格高騰
重点支援給付金
追加支給【物価
高騰対策給付
金】

　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。

1,522,485,000 1,453,394,000 R5.12.20 R6.5.15

　令和5年度住民税非課税世帯に対し、1世帯当
たり7万円を追加支給を行った。（令和5年度に住
民税非課税世帯に対し1世帯3万円を支給してい
るため、合計で1世帯10万円の支給となる。）

　令和5年度住民税非課税世帯の対象の
22,176世帯に対し、20,327世帯に支給を
行った。

- ① 給付金実施本部

事業の効果

Ｎｏ 事業名 事業概要 総事業費（円） 事業始期 事業終期 事業実施内容
検証結果

（複数回答可）
担当課



　２

Ⅱ 給付金・定額減税一体支援枠

うち交付金額（円） 担当課評価 事業対象者評価

1

電力・ガス・食料
品等価格高騰重
点支援給付金均
等割のみ課税
【物価高騰対策
給付金】

　物価高が続く中で、住民税均等割のみ課税世
帯への支援を行うことで、生活を維持する。

344,500,000 242,100,000 R6.3.26 R6.6.30
　令和5年度住民税均等割のみ課税世帯に対し、
1世帯当たり10万円の支給を行った。

　令和5年度住民税均等割のみ課税世帯
の対象の3,334世帯に対し、2,411世帯に
支給を行った。

- ① 給付金実施本部

2

電力・ガス・食料
品等価格高騰重
点支援給付金こ
ども加算【物価高
騰対策給付金】

　物価高が続く中で、子育てをしている低所得世
帯への支援を行うことで、生活を維持する。

169,536,000 89,350,000 R6.3.27 R6.11.30
　令和５年度住民税非課税世帯及び住民税均等
割のみ課税世帯の１８歳以下のこどもに対し、１人
当たり５万円の支給を行った。

　令和５年度住民税非課税世帯及び住民
税均等割のみ課税世帯の１８歳以下のこ
どもに対し、1,044世帯の1,767人に支給を
行った。

- ② 給付金実施本部

事業の効果

Ｎｏ 事業名 事業概要 総事業費（円） 事業始期 事業終期 事業実施内容
検証結果

（複数回答可）
担当課



Ⅲ 事業者支援

① 生活者支援

　３

② 事業者支援

うち交付金額（円） 担当課評価 事業対象者評価

18
松江市立小・中・
義務教育学校の
光熱水費

　コロナ禍において高騰した市立学校施設の光熱
水費・燃料費を支援することにより児童生徒への
教育活動の継続を図る。

37,805,720 37,803,000 R5.4.1 R6.2.29
　コロナ禍において高騰した市立学校施設の光熱
水費・燃料費を支援することにより児童生徒への
教育活動の継続を図る。

　物価高騰の影響を受けた学校施設の光
熱水費・燃料費の負担軽減につながり、
児童生徒への教育活動を安定的に継続す
ることができた。

- ⑤ 学校管理課

事業の効果

Ｎｏ 事業名 事業概要 総事業費（円） 事業始期 事業終期 事業実施内容
検証結果

（複数回答可）
担当課

うち交付金額（円） 担当課評価 事業対象者評価

1

バス事業者燃料
費高騰緊急支援
事業（物価等高
騰対策事業）

　エネルギー価格等が高騰し事業採算に影響を与
えている状況で、市民生活を支えるため事業を継
続している交通事業者を支援する。

89,000 30,000 R5.4.1 R6.3.29

　エネルギー価格等が高騰し事業採算に影響を与
えている状況で、市民生活を支えるため、事業を
継続している市内のバス事業者に対し、下記のと
おり支援を行った。
・対象事業者　
　市内バス事業者
・支援内容
　燃料1ℓあたり13.8円と設定し、下記に掲げる区
分に応じた額とする。
生活交通　補助単価に各月燃料使用量（島根県
知事が別に定める基準により算定された額とす
る）をそれぞれ乗じて得た額に1/2を乗じた額を支
援

　新型コロナウイルス感染症の影響で利
用者が減少する中、更にエネルギー価格
等が高騰し事業採算に影響を与えている
状況で、社会的な要請を受けて市民の移
動手段を確保している市内のバス事業者
に対して効果的な支援を行うことができた
とともに、事業継続に繋げることができた。

　エネルギー価格等が高騰する中で、大
変厳しい状況が続いているが、支援により
経営の安定化につながり、事業を継続す
ることができた。

⑦⑧ 交通政策課

2

タクシー事業者燃
料費高騰緊急支
援事業（物価等
高騰対策事業）

　エネルギー価格等が高騰し事業採算に影響を与
えている状況で、市民生活を支えるため事業を継
続している交通事業者を支援する。

3,710,000 1,857,000 R5.4.1 R6.3.29

　エネルギー価格等が高騰し事業採算に影響を与
えている状況で、市民生活を支えるため、事業を
継続している市内のタクシー事業者に対し、下記
のとおり支援を行った。
・対象事業者　
　市内タクシー事業者
・支援内容
　次の各号に掲げる燃料種別に応じ、当該各号に
定める額を補助単価とし、タクシー事業における当
該補助単価に各月燃料使用量をそれぞれ乗じて
得た額の合計額から国土交通省のタクシー事業
者に対する燃料価格激変緩和対策事業で得た助
成額（島根県知事が別に定める基準により算定さ
れた額とする）を減じて得た額に1/2を乗じた額を
支援
（1）LPガス　1ℓあたり　13.8円
（2）ガソリン　1ℓあたり　18.2円
（3）軽油　1ℓあたり　18.6円

　新型コロナウイルス感染症の影響で利
用者が減少する中、更にエネルギー価格
等が高騰し事業採算に影響を与えている
状況で、社会的な要請を受けて市民の移
動手段を確保している市内のタクシー事業
者に対して効果的な支援を行うことができ
たとともに、事業継続に繋げることができ
た。

　エネルギー価格等が高騰する中で、大
変厳しい状況が続いているが、支援により
経営の安定化につながり、事業を継続す
ることができた。

⑦⑧ 交通政策課

3

商業・サービス業
等省エネ対策支
援事業（新型コロ
ナ対策事業）(1)

　エネルギー価格高騰の影響を受けている中小企
業者等に対して、エネルギーコスト削減を図るた
めの取組の経費の一部を補助することにより、中
小企業者等の経営を支援することを目的とする。

60,724,723 60,390,000 R5.8.16 R6.3.31

　原油価格高騰・物価高騰等に対応するため、中
小企業者が省エネルギー化を図るために必要な
エネルギー消費機器等を更新する経費の一部を
補助した。
対象者：市内事業者（農林水産業・製造業を除く）
補助額：10万～50万
補助対象件数：216件

　原油価格高騰・物価高騰等の影響を受
ける事業者へ、省エネ機器更新費用の一
部を補助することで、事業者の省エネル
ギー化に寄与した。

　エネルギー価格が高騰している中、省エ
ネ機器導入の補助で経営の助けになっ
た。

⑦ 商工企画課

4

松江勤労者総合
福祉センターエネ
ルギー価格高騰
に伴う指定管理
者支援事業

　コロナ禍における原油価格高騰の影響を受けて
いる電気・ガス・水道料金について、松江勤労者
総合福祉センターの指定管理事業者に対して、電
気･ガス・水道代高騰分を支援する目的で支援金
を支給するもの。

727,000 727,000 R5.4.1 R6.2.29
　松江勤労者総合福祉センターの指定管理事業
者に対して、エネルギー価格高騰による電気･ガ
ス・水道代の高騰分について補填を行った。

　エネルギー価格高騰の影響を受けて増
加している指定管理者の負担について、
補填により、軽減を図ることができた。

　エネルギー価格高騰により財政状況が
圧迫される中で、補填により負担軽減が
図られ、経営の安定化につながった。

⑤ 定住企業立地推進課

事業の効果

Ｎｏ 事業名 事業概要 総事業費（円） 事業始期 事業終期 事業実施内容
検証結果

（複数回答可）
担当課



Ⅲ 事業者支援

　４

② 事業者支援

うち交付金額（円） 担当課評価 事業対象者評価

5

エコクリーン松江
長期包括的運営
業務委託精算金
（物価等高騰対
策事業）

　市の焼却施設を運営を担う事業者がコロナ禍に
おいて物価高騰に直面する中、使用する燃料費
の高騰に対応した支援を行う。

125,060,966 111,009,000 R5.4.1 R5.9.30

　契約当初の設計額と燃料価格上昇後の実績値
との差を精算金として委託先に支払う。
令和5年上半期分実績額211,663,291円－契約締
結時上半期分設計額97,971,503円＝
113,691,788円　税込125,060,966円

　燃料価格上昇分に充てることで操業コス
トの削減につながった。

⑤ 施設管理課

6
水道事業者支援
事業（物価等高
騰対策事業）

　市民生活の基盤となる水道施設において、電気
料金の高騰により施設維持費の負担が増加して
いることから、電気料金高騰分を支援することで、
市民への負担を強いることなく、施設の安定的運
営の継続を目的とする。

12,967,000 12,967,000 R5.4.1 R6.3.29

　水道事業会計に対し、水道施設に係る電気料金
高騰分を支援する。具体的には、R3年度とR5年
度見込の使用量と料金を比較し、単価差額にR5
使用量を乗じて算出した合計額の2分の1の額を
支援する。　

　電気料金高騰による水道施設の運営コ
スト増を市民負担に転嫁することなく、水
道施設の安定的運営を維持できた。

　電気料金高騰による経営負担が軽減さ
れ、市民生活基盤である水道事業の安定
経営が継続できた。

⑦ 上下水道局

7
下水道事業者支
援事業（物価等
高騰対策事業）

　市民生活の基盤となる下水道施設において、電
気料金の高騰により施設維持費の負担が増加し
ていることから、電気料金高騰分を支援すること
で、市民への負担を強いることなく、施設の安定
的運営の継続を目的とする。

10,668,000 10,668,000 R5.4.1 R6.3.29

　下水道事業会計に対し、下水道施設に係る電気
料金高騰分を支援する。具体的には、R3年度と
R5年度見込の使用量と料金を比較し、単価差額
にR5使用量を乗じて算出した合計額の2分の1の
額を支援する。　

　電気料金高騰による下水道施設の運営
コスト増を市民負担に転嫁することなく、下
水道施設の安定的運営を維持できた。

　電気料金高騰による経営負担が軽減さ
れ、市民生活基盤である下水道事業の安
定経営が継続できた。

⑦ 上下水道局

8

松江市ガス局光
熱費高騰支援事
業（物価等高騰
対策支援）

　ガス局への光熱費高騰対策を行うことにより、市
民生活の基盤となるガス事業の安定経営を図る。

606,000 606,000 R5.4.1 R6.3.29

　松江市ガス局の事業運営に係る電気料金のエ
ネルギー価格高騰影響の一部について補助する
ことで、事業運営の円滑化及び安定した市民サー
ビスの継続を図る。

　松江市ガス局の事業運営の円滑化及び
安定した市民サービスの継続に繋がっ
た。

　ガス事業運営の際の電気料金に係る経
費に補助金額の全額を充当し、事業運営
の円滑化及び安定化に繋がった。

⑦
商工企画課
(ガス局）

9
企業局（交通局）
の光熱水費高騰
支援事業

　企業局（交通局）に対し、コロナ禍における光熱
水費の高騰分を支援することで、市民生活に必要
な地域公共交通機関を維持する。

595,000 595,000 R5.4.1 R6.3.29

　エネルギー価格が高騰し事業採算に影響を与え
ている状況で、市民生活を支えるため、事業を継
続している公営路線バス事業者に対し、下記のと
おり支援を行った。
・対象事業者　松江市交通局
・支援内容
　令和5 年4 月1 日から令和6 年3 月31 日まで
の期間における公営企業の事業運営に係る電気
又はガスに係る経費のうち、各品目の令和5 年度
の各月と令和3年度同月の単価の差に、令和5 年
度の各月の使用量を乗じて得た額の合計額（ 消
費税及び地方消費税の額を除く） を支援。
・対象金額：1,190千円
・補助額：595千円

　エネルギー価格が高騰し事業採算に影
響を与えている中、社会的な要請を受け
て市民の移動手段を確保している交通局
に対して効果的な支援を行うことができた
とともに、事業継続に繋げることができた。

　エネルギー価格等が高騰する中で、大
変厳しい状況が続いているが、支援により
経営の安定化につながり、事業を継続す
ることができた。

⑧ 交通政策課

10
市立病院エネル
ギー価格高騰対
策事業

　市立病院へのエネルギー価格高騰対策を行うこ
とにより、コロナ対策を実施する医療機関の安定
経営を図る。

42,217,000 42,217,000 R5.4.1 R6.3.31
　コロナ対策を実施する市立病院の安定経営を図
るため、エネルギー価格（光熱費）高騰に伴う影響
額の一部について、市立病院へ補助を行った。

　入院患者も多く抱え、24時間稼働する当
院においては、エネルギー価格の高騰に
よって経営に大きな影響を受けているた
め、エネルギー価格の高騰分を支援するこ
とで、市立病院の安定した医療提供体制
の維持と経営に寄与することができた。

　エネルギー価格高騰分の支援により、事
業者負担の軽減を図ることができた。

⑤ 保健衛生課

事業の効果

Ｎｏ 事業名 事業概要 総事業費（円） 事業始期 事業終期 事業実施内容
検証結果

（複数回答可）
担当課


